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経済産業省における女性の職業選択に資する情報の公表及び 

特定事業主行動計画に基づく取組の実施状況 

 

令和４年７月 

経済産業省 

 

経済産業省では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第

64号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づき、「経済産業省女性職員活躍とワーク

ライフバランス推進のための取組計画」を策定・実施しています。今般、女性活躍推進法

第 19条６項に基づき、行動計画の実施状況を以下のとおり取りまとめたので公表いたし

ます。 

あわせて、女性活躍推進法 21条の規定に基づき、経済産業省における女性の活躍状況

を公表いたします。 

 

≪職業生活における機会の提供に関する実績≫ 

  

1. 国家公務員採用試験からの女性の採用割合 
 

  平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和 4 年 

総合職 34.1% 37.6% 35.2% 33.7% 28.7% 

一般職（大卒程度） 42.3% 39.0% 46.8% 40.0% 43.1% 

一般職（高卒程度 ） 38.5% 38.5% 43.8% 44.4% 47.6% 

合計 39.1% 38.5% 42.4% 38.1% 38.1% 

 

※１ 上記は当該年度の４月１日付け採用者の値。 

※２ 「総合職」とは、国家公務員採用総合職試験（院卒者試験、大卒程度試験）をいう。 

※３ 「一般職」とは、国家公務員採用一般職試験（大卒程度試験、高卒者試験）をいう。 

 

【出典】 内閣人事局「女性国家公務員の採用状況フォローアップ」 

 

2. 女性職員の在職状況及び登用状況 

 

  平成 29 年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

  在職者における女性の割合 22.8% 23.6% 24.5% 25.2% 26.1% 

  本省課室長相当職 9.1% 9.2% 10.2% 10.1% 11.3% 

  
国の地方機関課長・ 

本省課長補佐相当職 
17.4% 18.1% 18.4% 19.1% 19.7% 

  本省係長相当 32.4% 33.7% 34.9% 35.7% 39.1% 

※１ 上記は当該年度の７月１日付けの値。 

※２ 一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下「一般職給与法」という。）の行政職俸給表（一）、
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専門行政職俸給表及び指定職俸給表の適用を受ける職員が対象。 

※３ 「本省課室長相当職」とは一般職給与法の行政職俸給表（一）７級から１０ 級相当職の職員を、「国の地方機関課

長・本省課長補佐相当職」とは同俸給表の５級及び６級の職員を、「本省係長相当職」とは同俸給表（一）の３級

及び４級相当職の職員をいう。 

 

【出典】 内閣人事局「女性国家公務員の登用状況のフォローアップ」 

 

 

≪職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績≫ 
 

1. 職員の育児休業の取得状況 

・男女別の育児休業取得率 

 

 

・男女別の育児休業取得期間の分布状況（令和２年度） 
 

育児休業の取得期間 

（令和２年度） 
男性 女性 

１月以下 63.2% 3.3% 

１月超３月以下 19.1% 0% 

３月超６月以下 10.3% 8.8% 

６月超９月以下 0.0% 9.9% 

９月超１２月以下 4.4% 43.9% 

１２月超２４月以下 1.5% 16.5% 

２４月超 1.5% 17.6% 

 

※１ 「新規取得者数」とは、当該年度中に新たに育児休業（再度の育児休業者等を除く。）を取得した人数をいう。 

※２ 「当該度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数」とは、男性職員は同年度中に子が生まれた男性職員、女

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

新規取得者数 4 13 10 19 18 37

新たな取得可能者 80 113 87 90 95 70

取得率 5.0% 11.5% 11.5% 21.1% 18.9% 52.9%

新規取得者数 69 63 56 33 50 59

新たな取得可能者 73 65 57 32 50 59

取得率 94.5% 96.9% 98.2% 103.1% 100.0% 100.0%

新規取得者数 0 0 2 1 3 3

新たな取得可能者 13 20 12 9 15 8

取得率 0.0% 0.0% 16.7% 11.1% 20.0% 37.5%

新規取得者数 1 2 0 2 3 0

新たな取得可能者 1 2 0 2 3 0

取得率 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

新規取得者数 4 14 17 20 13 28

新たな取得可能者 50 49 70 66 51 57

取得率 8.0% 28.6% 24.3% 30.3% 25.5% 49.1%

新規取得者数 28 26 30 24 22 29

新たな取得可能者 28 27 30 24 22 29

取得率 100.0% 96.3% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

新規取得者数 0 1 1 2 0 2

新たな取得可能者 4 7 6 12 2 2

取得率 0.0% 14.3% 16.7% 16.7% 0.0% 100.0%

新規取得者数 0 1 0 0 1 1

新たな取得可能者 0 1 0 0 1 1

取得率 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
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性職員は同年度中に産後休暇が終了した女性職員（産後の特別休暇中に子が死亡した場合等を除く。）をいう。 

※３ 「取得率」とは、「当該年度に新たに育児休業が取得可能となった職員数」に対する「新規取得者数（当該年度中

に新たに育児休業を取得した者（過去３年以内に取得可能となった職員数を含む。））」の割合をいう。このた

め、取得率が１００％を超えることがある。【出典】 人事院「仕事と家庭の両立支援関係制度の利用状況調

査の結果について」 

 

2. 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の使用状況 

 

・男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得率 

 

 

 

・男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の合計取得日数の分布状況（令和

２年度） 

 

  取得率 合計取得日数 

男性職員の配偶者出産休暇 ※上限２日 ９０．４％ １．９１日 

男性職員の育児参加のための休暇 ※上限５日 ８４．４％ ４．７５日 

合計５日以上取得率 ７３．３％   

 

 

 

 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

子が生まれた職員数 80 113 87 90 95 70

配偶者休暇使用者（使用率） 51(63.8%) 71(62.8%) 79(90.8%) 78(86.7%) 91(95.8%) 60(85.7%)

育児参加休暇使用者（使用率） 29(36.3%) 53(46.9%) 72(82.8%) 81(90.0%) 92(96.8%) 56(80.0%)

５日以上休暇取得者（使用率） - - 63(72.4%) 72(80.0%) 86(90.5%) 46(65.7%)

子が生まれた職員数 13 20 12 9 15 8

配偶者休暇使用者（使用率） 11(84.6%) 15(75.0%) 12(100%) 7(77.8%) 14(93.3%) 6(75.0%)

育児参加休暇使用者（使用率） 7(53.8%) 9(45.0%) 12(100%) 7(77.8%) 15(100%) 6(75.0%)

５日以上休暇取得者（使用率） - - 7(58.3%) 3(33.3%) 12(80.0%) 6(75.0%)

子が生まれた職員数 50 49 70 66 51 57

配偶者休暇使用者（使用率） 45(90.0%) 38(77.6%) 58(82.9%) 59(89.4%) 47(92.2%) 54(94.7%)

育児参加休暇使用者（使用率） 28(56.0%) 27(55.1%) 61(87.1%) 59(89.4%) 47(92.2%) 50(87.7%)

５日以上休暇取得者（使用率） - - 48(68.6%) 49(74.2%) 44(86.3%) 45(78.9%)

子が生まれた職員数 4 7 6 12 2 2

配偶者休暇使用者（使用率） 2(50.0%) 7(100%) 3(50.0%) 10(83.3%) 2(100%) 2(100%)

育児参加休暇使用者（使用率） 1(25.0%) 5(71.4%) 3(50.0%) 7(58.3%) 2(100%) 2(100%)

５日以上休暇取得者（使用率） - - 2(33.3%) 4(33.3%) 2(100%) 2(100%)
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